Ⅱ．オンライン振替
１．概要
「口座振替」（業務処理区分コード741101）（注）は、払出先参加者であるオンライン振決参加者がオンライン振替を行うための業務処理区分です。「口座振替」は、異なる参加者口座間の振替だけでなく、同一の参加者口座内の振替においても使用します。

（注）日銀ネット専用端末装置から送信する場合とコンピュータ接続等により送信する場合では、業務処理区分コードが異なります（コンピュータ接続等の「口座振替」の業務処理区分コードは743101となります。）。コンピュータ接続等の利用先であるオンライン振決参加者店舗は、利用細則（共通事務）および「メッセージフォーマット仕様書（コア機能・業務データ編）」の該当箇所の記載を併せて参照してください。
日本銀行は、「口座振替」によるオンライン振替の電文を受信した場合には、請求内容に従い受払（払出先参加者口座からの払出および受入先参加者口座への受入）を行った後、入力店に対し「国債振替決済払出済通知」（7411-00100）を送信します。

また、受入先参加者がオンライン振決参加者である場合には、当該受入先参加者の振決出力指定店舗に対し「国債振替決済受入済通知」（7411-00200）を送信します。

払出先参加者であるオンライン振決参加者は、「口座振替」によるオンライン振替を行う場合には、受入先参加者との間の連絡を十分に行うようにしてください。

２．振替禁止

特別課税種別と特別課税種別以外の種別との間のオンライン振替は、特別課税種別と供託口または政府担保口との間の振替を除き、行うことができません（エラーとなります。）。
また、使用する口座区分が限定されている参加者口座および種別があります。このような参加者口座および種別において、使用しないこととされている口座区分に対するオンライン振替もエラーとなります。
このほか、銘柄が国庫短期証券であり、かつ、当該銘柄の価格競争入札における募入最低価格（額面金額１００円当り）が１００円以上である場合には、受入先口座区分として自己口Ⅲおよび自己口Ⅳを指定することはできません。誤って指定してもエラーとはなりませんので、ご注意ください。
３．受入先種別が供託口または政府担保口であるオンライン振替における記事欄への入力内容
受入先種別が供託口または政府担保口であるオンライン振替における記事欄（「記事（下記以外）」の項目）には、「国債振替決済制度に関する規則」第３３条第３項（受入先種別が供託口の場合）または同規則第３５条の３第３項（受入先種別が政府担保口の場合）に規定する事項を入力してください（注１）。

具体的には、次表の入力ルールに従って、項番①～⑪の順に入力してください。各入力内容の間は半角カンマで区切り（注２）、改行コードは使用しないでください。また、供託者または担保提供者（注３）（以下「供託者等」といいます。）の個人番号等、次表に掲載されていない事項は、記事欄に入力しないでください。

	項番
	入力内容
	入力ルール
	備考

	①
	官庁コード
	８桁半角数字
	・「供託受理決定通知書」または「政府担保振替国債提供書」に記載された官庁コード

	②
	官庁の名称
	半角カナ
	・「供託受理決定通知書」または「政府担保振替国債提供書」に記載された供託所名または担保の提供を受ける官庁名

・明確に特定できる範囲で略記可

	③
	供託番号
	１０桁半角英数字
	・受入先種別が供託口である場合のみ入力

・「供託受理決定通知書」に記載された供託番号

	④
	供託者等の氏名または名称
	半角カナ、英数字または記号
	・供託者名または担保提供者名

・明確に特定できる範囲で略記可（例えば、「ｶﾌﾞ)」等）

	⑤
	指定内国法人（注４）である旨および確認日（注５）
	ｼﾃｲXyy.mm.dd
	・供託者等が指定内国法人である場合のみ入力

・Xyy.mm.ddに確認日（和暦、Xは元号の頭文字）を入力

	⑥
	所得税の源泉徴収の要否
	非課税
	ｺｳｻﾞ11
	・当該オンライン振替を行う振決国債にかかる所得税の源泉徴収が不要である場合には「非課税」に、必要である場合には「課税」に区分（注６）

	
	
	課税
	ｺｳｻﾞ13
	

	⑦
	居住者等の別
	居住者（課税）
	ｸﾌﾞﾝ01
	・⑥の内訳として、居住者、内国法人、非居住者、外国法人（注７）を区分

・租税条約（注８）の規定により所得税が軽減される供託者等は「軽減分」に区分



	
	
	居住者（非課税）
	ｸﾌﾞﾝ02
	

	
	
	内国法人（課税）
	ｸﾌﾞﾝ03
	

	
	
	内国法人（非課税）
	ｸﾌﾞﾝ04
	

	
	
	非居住者（課税）
	ｸﾌﾞﾝ05
	

	
	
	非居住者（非課税）
	ｸﾌﾞﾝ06
	

	
	
	非居住者（軽減分）
	ｸﾌﾞﾝ07
	

	
	
	外国法人（課税）
	ｸﾌﾞﾝ08
	

	
	
	外国法人（非課税）
	ｸﾌﾞﾝ09
	

	
	
	外国法人（軽減分）
	ｸﾌﾞﾝ10
	

	⑧
	地方税の特別徴収の要否
	不要
	ﾁﾎｳ0
	

	
	
	要
	ﾁﾎｳ1
	

	⑨
	支払通知書（注９）の作成要否
	不要
	ﾂｳﾁ0
	・特定口座（注１０）での保有による特例は考慮せず、供託者等の課税属性により作成要否を区分

	
	
	要
	ﾂｳﾁ1
	

	⑩
	利子等の支払調書（注１１）の作成要否
	不要
	ﾘｼ0
	・特定口座での保有による特例は考慮せず、供託者等の課税属性により作成要否を区分

	
	
	要
	ﾘｼ1
	

	⑪
	株式等の譲渡の対価等の支払調書（注１２）の作成要否
	不要
	ｼﾞｮｳﾄ0
	・特定口座での保有による特例は考慮せず、供託者等の課税属性により作成要否を区分

	
	
	要
	ｼﾞｮｳﾄ1
	


＜参考＞

記事欄への入力例は、次のとおりです。

（受入先種別が供託口であって、供託者が指定内国法人である場合）

10005711,ﾄｳｷｮｳﾎｳﾑｷｮｸ,H28K000001,ｶﾌﾞ)ﾆﾁｷﾞﾝ,ｼﾃｲH28.03.01,ｺｳｻﾞ11,ｸﾌﾞﾝ04,ﾁﾎｳ0,ﾂｳﾁ0,ﾘｼ0,ｼﾞｮｳﾄ0

（受入先種別が供託口であって、供託者が個人である場合）

10005711,ﾄｳｷｮｳﾎｳﾑｷｮｸ,H28K000002,ﾆﾁｷﾞﾝﾀﾛｳ,,ｺｳｻﾞ13,ｸﾌﾞﾝ01,ﾁﾎｳ1,ﾂｳﾁ1,ﾘｼ1,ｼﾞｮｳﾄ1

（注１）ただし、払出先参加者と受入先参加者とが同一の振決参加者である場合には、記事欄への入力は必須ではありません。

（注２）入力もれと区別するため、入力不要の項目がある場合（次の場合が該当します。）には、それぞれ次の入力内容の間は半角カンマを２つ連続して入力してください。

イ．受入先種別が供託口であって、供託者が指定内国法人でない場合（⑤は入力不要）　④と⑥の入力内容の間

ロ．受入先種別が政府担保口である場合（③は入力不要）　②と④の入力内容の間

ハ．受入先種別が政府担保口であって、担保提供者が指定内国法人でない場合（⑤は入力不要）　④と⑥の入力内容の間

（注３）「政府担保振替国債取扱規則」（平成２３年財務省令第１５号）にもとづき振決国債を担保として提供しようとする者をいいます。以下同じです。

（注４）租税特別措置法第８条第３項に規定する内国法人をいいます。以下同じです。

（注５）指定内国法人が租税特別措置法施行令（昭和３２年政令第４３号）第３条の３第９項の確認を受けた日をいいます。以下同じです。
（注６）銘柄が国庫短期証券であり、かつ、当該銘柄の価格競争入札における募入最低価格（額面金額１００円当り）が１００円以上である場合には、「非課税」（ｺｳｻﾞ11）に限ります。
（注７）居住者、内国法人、非居住者および外国法人は、それぞれ所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２条第１項に規定する居住者、内国法人、非居住者および外国法人をいいます。

（注８）我が国が締結した所得に対する租税に関する二重課税の回避または脱税の防止のための条約をいいます。

（注９）租税特別措置法第８条の４第４項または第４１条の１２の２第８項に規定する通知書をいいます。

（注１０）租税特別措置法第３７条の１１の３第３項第１号に規定する特定口座をいいます。以下同じです。

（注１１）所得税法第２２５条第１項第１号または第８号に規定する支払に関する調書をいいます。

（注１２）所得税法第２２５条第１項第１０号または第１１号に規定する交付に関する調書をいいます。


